
令和２年度 ［ し ま づ く り 推 進 部 ］ 組織目標

全体 5
個別 02-01

課　名 政 策 企 画 課

総 合 計 画

の 区 分

挑 戦 対象外

最優先課題 対象外

第２次対馬市総合計画（後期計画）の策定

内 容

第２次対馬市総合計画（前期計画）が本年度でその期間を終了すること
から、前期計画の主要施策について全体検証を行うとともに、今般の社
会・経済情勢を加味し、令和３年度から令和７年度を期間とする第２次対
馬市総合計画（後期計画）を策定します。

指 標
（数値目標）

【達成年度】
●計画の達成年度：令和７年度
●施策の進捗状況・目標の達成状況の把握、事業内容の検証
　⇒総合計画審議会の開催年１回

【今年度】
●第２次対馬市総合計画（前期計画）達成状況の把握と検証及び後期計画
　策定のための対馬市総合計画等審議会の開催⇒４回
●対馬市議会での概要説明のための全員協議会の開催⇒１回
●関係者ヒアリング及び市民等説明会、ワークショップの開催⇒３回

項 目

11月 12月 １月 ２月 ３月10月

達 成 時 期 令和３年３月

ス
ケ
ジ
ュ
ー

ル

取り組み ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

審議会の開催

関係者ヒアリング

説 明 会 及 び ワ ー ク
ショップ

パブリック・コメント

市議会での説明及び上
程
（１２月及び３月）



令和２年度 ［ し ま づ く り 推 進 部 ］ 組織目標

全体 6
個別 02-02

課　名 政 策 企 画 課

総 合 計 画

の 区 分

挑 戦 ひとづくり、なりわいづくり

最優先課題 複数（人口減少対策）

項 目 第２期対馬市総合戦略の着実なスタート

内 容

指 標
（数値目標）

【達成年度】
●戦略の期間：第２期戦略（令和２年度～令和７年度）
●最終的なＫＰＩの達成年度：令和７年度

【今 年 度】
●第１期総合戦略に掲げる施策の実施状況、各重点戦略に掲げるＫＰＩの
　達成状況の把握と検証及び第２期対馬市まち・ひと・しごと創生総合戦
　略の主要施策毎のＫＰＩ等の協議・決定
⇒総合戦略推進会議の開催１回
●ＫＰＩ達成のための各種交付金の活用
　・地方創生推進交付金の新規申請件数：３件
　・離島活性化交付金の新規申請件数　：３件

●人口減少抑制のための戦略として、令和元年度に策定した第２期対馬市
　総合戦略に掲げる４つの重点分野における２０の主要施策を中心に、特
　に新規主要施策が着実にスタートできるよう、庁内各部局と連携、調整
　を行います。
●第１期対馬市まち・ひと・しごと創生総合戦略の最終年度実績の検証及
　び第２期対馬市まち・ひと・しごと創生総合戦略における主要施策毎の
　目標項目及び数値等を決定します。
●第２期対馬市まち・ひと・しごと創生総合戦略の各分野におけるＫＰＩ
　達成のために国の各交付金を活用します。

達 成 時 期 令和３年３月

ス
ケ
ジ
ュ
ー

ル

取り組み ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月

対馬市総合戦略推進会
議の開催

市議会全員協議会の開
催

主要施策（新規施策）に係る
関係課ヒアリング及び協議の
ためのＰＴの開催

令和３年度地方創生推
進交付金新規事業の活
用

令和３年度離島活性化
交付金新規事業の活用

各課への申請予定事業調
査及び国への事前相談

国への申請各課への申請予定事業調
査及び国への事前相談

国への申請



令和２年度 ［ し ま づ く り 推 進 部 ］ 組織目標

全体 7
個別 02-03

課　名 政 策 企 画 課

総 合 計 画

の 区 分

挑 戦 対象外

最優先課題 対象外

過疎地域自立促進計画の策定

内 容

過疎地域自立促進特別措置法の期限満了に伴い、現在、新たな過疎法を
要望中であることから、新過疎法に対応した令和３年度から令和７年度ま
での５か年の過疎地域自立促進計画を策定することで、交付税措置等有利
な起債を活用し、本市内のハード・ソフトの各事業を計画的に実施できる
環境を整備します。

指 標
（数値目標）

●新たな「過疎地域自立促進計画」の策定のための関係課ヒアリングの
　実施
●対馬市議会での計画内容説明等のための全員協議会の開催
　（法律の変更内容等次第）⇒１回

項 目

11月 12月 １月 ２月 ３月10月

達 成 時 期 令和３年３月

ス
ケ
ジ
ュ
ー

ル

取り組み ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

関係課へのヒアリング
等対象事業の検討

県担当課との調整

市議会全員協議会の開
催

市議会上程

国への提出



・ワンストップ相談窓口等での相談受付 ： ４０件
・創業の目標件数 ：３件
・被雇用者の増加目標人数 ：１５名

令和２年度 ［ し ま づ く り 推 進 部 ］ 組織目標

全体 8
個別 02-04

達 成 時 期 令和３年３月

課　名 し ま の 力 創 生 課

総 合 計 画

の 区 分

挑 戦 なりわいづくり

最優先課題 ワクワクする新しい仕事の創造

項 目 様々な機関や業種団体と連携した産業の振興

内 容

事業者団体、金融機関、大学などの研究機関、行政、その他産業振興に
携わる団体等で構成する「対馬市創業支援会議」において、創業や事業の
拡大を行う方を多方面から総合的に支援し、産業の振興と雇用の増加によ
る地域の活性化を目指します。

また、島内の産業に必要な人材確保に向けて人材育成を推進し、さらに
有人国境離島法に基づく雇用機会拡充支援事業補助金も活用しながら雇用
を伴う事業拡大や民間事業者による創業を支援します。

指 標
（数値目標）

ス
ケ
ジ
ュ
ー

ル

取り組み ４月 ５月 ６月 ２月 ３月

ワンストップ相談窓口
の相談受付

創業支援セミナー

12月 １月８月 ９月 10月 11月７月

随 時 受 付



令和２年度 ［ し ま づ く り 推 進 部 ］ 組織目標

全体 9
個別 02-05

課　名 し ま の 力 創 生 課

総 合 計 画

の 区 分

挑 戦 ひとづくり

最優先課題 外から若者を招き入れる

項 目 Ｕ・Ｉターン推進事業

内 容

○移住・定住推進事業補助制度を活用することで移住・定住を支援し、Ｕ
　・Ｉターン者数の増加を図ります。
○お試し住宅及び定住支援住宅を整備するとともに、空き家バンク登録へ
　の啓発を強化し、移住者用住宅を確保します。
○対馬市内にて高卒予定者と市内企業をつなげる相談会や対馬への移住実
　績の半数を占める福岡市にて、移住希望者と企業をつなげる相談会を実
　施します。また、大都市で開催される移住相談会へ参加し、情報発信を
　行います。

指 標
（数値目標）

○各種相談等対応者数　３００件　
○空き家バンク登録　　　１０件
○移住者数　　　　　　　７５名

１月 ２月 ３月

達 成 時 期 令和３年３月

ス
ケ
ジ
ュ
ー

ル

取り組み ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

福岡市内

10月 11月 12月

各種相談会等への参
加、情報発信

しまぐらし応援室によ
るサポート

移住・定住支援補助金

お試し住宅、定住支援
住宅の運用、空き家バ
ンク登録の推進

合同企業説明会の開催
対馬市内



令和２年度 ［ し ま づ く り 推 進 部 ］ 組織目標

全体 10
個別 02-06

課　名 し ま の 力 創 生 課

総 合 計 画

の 区 分

挑 戦 ひとづくり

最優先課題
①子どもを大切に育てる　②若者が暮らせる環境づくり
③外から若者を招き入れる

項 目 島づくり人財育成

内 容

指 標
（数値目標）

Society5.0や人口急減社会といった急激な社会変化に順応しながら、地
方創生SDGsに向けたイノベーションやリーダーシップ力を発揮できる「実
践型人財」の育成を、第１次総合戦略で推進してきた域学連携での大学
ネットワークやESD（持続可能な地域の担い手づくり）の知見等を活かし
て強力に推進します。

①「対馬グローカル大学」（仮称）の開催　受講者数　…15名
②「対馬市SDGs実践塾」の開催　　　　　　受講者数　…50名
③「対馬学」研究奨励補助制度　　　　　　補助件数　…10件
④せんだんご速醸研究及び生産実証　　　　現地対馬での速醸技術の確立
⑤「対馬学フォーラム」の開催　　　　　　参加者数　…300名

３月

達 成 時 期 令和３年３月

ス
ケ
ジ
ュ
ー

ル

取り組み ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

第2回

③対馬学研究奨励補助

④せんだんご速醸研究
及び生産実証

10月 11月 12月 １月 ２月

⑤対馬学フォーラム

開催

①対馬グローカル大学

②対馬市SDGs実践塾

第1回

開校開校準備 学生募集

発表者募集

速醸作業

学生募集 学生募集

募集 研究活動

分析作業



○協議会の開催【２回】

○事業推進エリアの設定検討

令和２年度 ［ し ま づ く り 推 進 部 ］ 組織目標

全体 11
個別 02-07

達 成 時 期 令和３年３月

課　名 し ま の 力 創 生 課

総 合 計 画

の 区 分

挑 戦 ふるさとづくり

最優先課題 安全安心のインフラ整備

項 目 洋上風力発電の導入可能性検討

内 容

対馬市周辺海域での洋上風力発電の導入可能性を検討するため、長崎県
ゾーニング実証事業により、長崎県と共同で海の利用状況や周辺環境の調
査を行い、関係団体で構成する協議会において、環境保全を優先するエリ
アや洋上風力発電事業を推進しうるエリア等の設定を行う「ゾーニング」
の実施と洋上浮力発電事業と地域の共生策の検討を行います。

指 標
（数値目標）

ス
ケ
ジ
ュ
ー

ル

取り組み ４月 ５月 ６月 ２月 ３月

各種調査、検討

協議会の開催

12月 １月８月 ９月 10月 11月７月

現地調査、ヒアリング


